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経費 MIRAI 協議会、 

税制運用見直しに向けた提言を発表 

～公正な課税と経費業務のデジタル化・効率化の両立を目指して～ 

 

SAP の Spend Management ソリューションを提供する株式会社コンカー（本社：東京都千代田

区、代表取締役社長：橋本 祥生、以下 コンカー）は、経費精算に関するクラウドサービスを提供す

る、株式会社ビズリーチ、株式会社マネーフォワード、株式会社ラクス(50 音順)と共に設立した、任

意団体「経費 MIRAI 協議会」にて「経費精算業務の更なるデジタル化・効率化に向けた税制改正要

望」を発表しました。 

 

 
 

本要望は、インボイス制度が目的とする公正な課税の実現という趣旨を尊重しつつ、2016 年以降

の、電子帳簿保存法(法人税)の要件緩和により進展してきた経費精算業務の効率化の流れを損なうこと

なく、企業の実務に即した制度運用の実現を目的としています。 

 

提言では 

1. 会社決済型のクレジットカード（法人カード）による旅費等の支払いも出張旅費等特例の対象とす

る 

2．出張旅費以外の従業員が精算する必要がある一定の経費(※)について、消費税法の仕入税額控除を

行う場合に、キャッシュレス決済時にはインボイスの受取・添付を不要(※※)にする 

※税率が複数混在する場合や、取引の内容が不明な支払いは除く 

※※インボイスを受領した場合は「法定期間の保存が必要」 

の 2 点を掲げ、制度と実務の乖離を埋める現実的な対応を求めています。 

 

現行のインボイス制度下では、キャッシュレス化による業務効率化が後退する懸念があり、経費精

算に関わる業務負荷や人的コストの増加も報告されています*。 

本提言は、「令和７年度税制改正大綱」（令和６年 12 月 20 日自由民主党・公明党）における「デジ

タル技術を活用して、事業者の取引に係るやり取りから会計・税務までがシームレスにデジタルデー

タで処理されるという方向性」と、国税庁の「税務行政のデジタル・トランスフォーメーション－税
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務行政の将来像２０２３－」（令和５年６月 23 日）の方針である、事業者のデジタル化を推奨するこ

とによる業務効率化やガバナンス強化を推進とも整合しており、日本企業全体の生産性向上を通じた

国際社会での競争力強化とガバナンス強化に貢献するものです。 

*参考：インボイス制度開始後の経費精算業務の実態調査 

 

提言の全文は下記よりご確認ください 

経費 MIRAI 協議会提言―経費精算業務の更なるデジタル化・効率化に向けた税制改正要望― 

：https://www.concur.co.jp/blog/article/keihi-mirai-kyogikai-teigen 

 

本提言につきましては、下記団体よりエンドースメントをいただいております。 

 

公益社団法人 経済同友会様 

「インボイス制度については、公平性や透明性の観点からその導入の意義について理解を示すもので

ある。しかしながら、実際の運用においては、負担増が顕著であり、結果として業務の非効率化や生

産性の低下を招いている点は看過できない。制度の趣旨を尊重しつつも、現場の実態を踏まえた制度

設計への見直しが必要であり、持続可能な経済社会の基盤として、誰もが納得できる公正かつ実効性

の高い制度とするため、今後の改革に期待する。」 

 

一般社団法人 日本 CFO 協会様 

「一般社団法人日本 CFO 協会は、経費 MIRAI 協議会が提言する「経費精算業務の更なるデジタル化・

効率化に向けた税制改正要望」に賛同いたします。本提言は、インボイス制度の主旨を尊重しつつ、

法人税法・消費税法における実務負荷を軽減し、企業会計の透明性とガバナンスを高める重要な取り

組みであると考えます。特に、キャッシュレス決済を活用した効率的な経費精算プロセスの普及は、

日本企業の業務 DX や働き方改革の推進、人手不足解消に資するものであり、企業の競争力強化に大

きく寄与するものと期待されます。当協会は、今後も関連団体と連携し、税務・会計実務の合理化と

企業経営基盤の強化に向けた議論を支援してまいります。」 

 

経費 MIRAI 協議会は、今後も関係省庁・業界団体との対話を通じて、制度と現場の橋渡しを行い、

日本における業務 DX のさらなる推進を目指してまいります。 

 

 

■「経費 MIRAI 協議会」に関するお問い合わせ先 

経費 MIRAI 協議会 事務局 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-2-1 三井物産ビル 

MAIL：keihi_mirai@sap.com  

 

■株式会社コンカーについて 

世界最大の出張・経費管理クラウド SAP Concur の日本法人で、2010 年 10 月に設立されました。

『Concur Expense（経費精算・経費管理）』・『Concur Travel（出張管理）』・『Concur Invoice

http://www.sap.com/legal-notice
https://www.concur.co.jp/blog/article/concur-invoice-teigen
https://www.concur.co.jp/blog/article/keihi-mirai-kyogikai-teigen
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（請求書管理）』を中心に企業の間接費管理の高度化と従業員の働き方改革を支援するクラウドサー

ビス群を提供しています。 

コンカーの詳細については www.concur.co.jp をご覧ください。 

 

■SAP Concur について 

SAP Concur は、出張、経費、請求書管理を統合したソリューションを提供する世界有数のブランドで

あり、これらのプロセスの簡素化と自動化を追求しています。高い評価を得ている SAP Concur のモ

バイルアプリは、社員の出張をサポートし、経費を自動で入力し、請求書の承認を自動化します。AI

を使いリアルタイムのデータを統合、分析することで、効率的な支出管理を行うことが可能です。

SAP Concur のソリューションは、手間の掛かる作業をなくし、お客様の業務効率化に貢献、最高の状

態でビジネスを進めることができるようサポートします。詳細は concur.com または SAP Concur ブロ

グをご覧ください。 

 

 

SAP、SAP ロゴ、記載されているすべての SAP 製品およびサービス名はドイツにある SAP SE やその他世界各国における登録商標ま

たは商標です。またその他記載された会社名およびロゴ、製品名などは該当する各社の登録商標または商標です。 

 

© 2025 SAP SE または SAP 関連会社。無断複写・転載を禁じます。この資料に関する使用条件、免責条項、開示、または制限につい

ては、www.sap.com/legal-notice の法的通知を参照してください。 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

株式会社コンカー 

マーケティング本部 担当：齋藤 

TEL:080-6538-6023（直通） E-mail: yui.saito@sap.com 

 

株式会社井之上パブリックリレーションズ 

コンカー担当：白川、菊池、勝俣 

TEL: 03-5269-2301 Fax: 03-5269-2305 E-mail: concur@inoue-pr.com 

http://www.sap.com/legal-notice
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